チャランケ通信　第88号　2014年11月15日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹

　第88号は、本来17日に発信する予定でしたが、今回は小生の出張の関係で、15日に発信することをお許しいただきたい。

何のための解散・総選挙なのか、大義なき解散の咎めは必至だ
　それにしてもサプライズ、驚きである。安倍総理は、中国からミャンマー、さらにはオーストラリアと外交日程をこなしているが、出発前には自民党や公明党の幹部に解散・総選挙を実施する決意を伝えたことはどうやら確実のようだ。日程的には、17日に帰国して19日前後に解散をし、12月2日公示14日投票日の線でほぼ固まっているようだ。安倍総理自身は、今のところいくら聞かれても解散・総選挙についてはシラを切り続けているのだが、もはや与野党の衆議院議員は解散確実とばかりに臨戦態勢に入っており、総選挙実施は間違いないものとなりつつある。
　では、いったいなぜ解散・総選挙なのか、その大義名分は何なのかが今ひとつ明らかになって来ないのだ。もちろん、景気動向が今ひとつ思わしくないと思っているのか、消費税の8%から10%への引き上げを延期したいという事を理由に上げる向きが多い。単に延期だけではまずいと思ったのか、2017年4月から引き上げるという案が出されているようだが、これとて経済動向いかんではどうにでもなるわけで、事実上消費税増税の無期延期になる可能性が強い。
今の潜在成長力からみた日本経済の実力では、1%程度の成長率であれば巡航速度、消費税引き上げに何の問題もないはずだ
もちろん、そのことを明言しているわけではないのだが、今回のように既に法律で以て消費税の増税の幅や時期、更にはその使い道を決めていることを変更してまで延期するという事は、たとえ附則第18条に景気条項があり、名目3%実質2%の成長を実現できなければ延期できる、という解釈を取ることはもちろん可能である。しかし、日本経済の実力と見做すべき潜在成長力は、1%を切っている(日銀は0.9%前後と見ている)と言われている今日、本年度の経済成長率が1%前後になったとすれば、まずは巡航速度に近いわけで、消費税の引き上げには何の支障もないと言わざるを得ないのだ。日本の財政の現状を考えた時、これ以上次の世代に赤字のツケを回すことは、世代間の公平と言う観点から許されない、と同時に財政規律をしっかりと確立しておかなければ、取り返しのつかない危機的状況が日本経済・社会を押しつぶしかねないのだ。
労働者の賃上げによる内需の拡大こそ、デフレからの脱却への道だ
　事実、17日に公表される7~9月期のGDP速報値の民間エコノミストの予測の平均値は、対前期比年率2.7%前後と見込まれているのだ。もちろん、消費税の駆け込み需要の反動から、4~6月期は対前期比7.1%のマイナスになったわけで、回復力が今一つである点は間違いない。それというのも、物価が消費税の引き上げ分を含めて3％台になっているにもかかわらず労働者の賃金収入増は殆ど増加していないわけで、消費支出が大きく低下し続けていることに原因がある。来春闘で、労働側が実質賃金の回復を目指して賃上げを実現できるのかどうか、残念ながら今の労働組合にはその力がなさそうである。
経営側が、日本経済のデフレからの脱却には賃上げが必要だと理解して、かつての春闘のように一斉に賃上げを容認していくことも期待できないだけに、日本経済の力強い成長軌道への展開は望み薄である。日本の主要な大企業の経営者たちは、グローバルな経営の視点に立つと称して、一番ローコストな立地を海外に求め続けており、残念ながら日本の経済の順調な回復のために賃上げを容認するだけの余裕に乏しい。景気が好調な業種では、賃上げではなくボーナスの引き上げを進めており、中小企業に働く労働者や不安定雇用労働者への波及効果に欠ける。
政府が成長産業育成などできるわけがない、今や先進国は「長期停滞」の陥穽に嵌ってしまっているのだ
　こうした背景には、アベノミクスといわれる経済政策の3本の矢のうち、三本目の成長戦略が何ら見るべき成果を上げておらず、経済成長を引っ張るイノベーションが不発に終わっていることが指摘できる。そのことは、GDP拡大にむけて牽引する重要な項目である民間設備投資の最近の伸びが停滞していることにも表れており、企業家がリスクを取って設備投資を拡大していく状況になっていないのだ。もちろん、政府が成長産業を発掘し、補助金や税制優遇措置などで誘導することによってイノベーションが起きてくることは期待できないわけで、第三の矢の柱として規制緩和やTPPへの参加などが進んだとしても、かつての高度成長どころか2~3%程度の安定成長すら困難になっていることは、日本だけでなくＥＵもアメリカも程度の差はあれ、同じである。その証拠に、元財務長官で現ハーバード大教授のサマーズ氏が「長期停滞論」を打ち出し、大きな反響を呼んだことを見ても明らかであろう。
　日本経済の灌漑ともいうべき社会保障や教育・雇用分野の充実・強化に向けた再分配政策強化こそがイノベーションを生む土台だ
　今国がやるべきことは、それぞれの国の経済発展の土台となる灌漑施設ともいうべき社会保障制度を張り巡らせるとともに、イノベーションを起すために必要な教育・研究・訓練施設の充実・強化を図ることである。それらの分野は、民間での力だけでなく、国の社会保障や教育・雇用の分野での再分配政策の充実が不可欠であると一貫して主張してきたのだが、消費税率の8％から10％への引き上げが延期されることによって、わずか(予定では消費税率約1%=2兆8千億円)ではあるものの、社会保障の充実に向けられる予定の財源の見通しが立たなくなり、社会保障関係者は今回の安倍総理の決断に対して落胆し、大いなる不満を持ち厳しく批判しているに違いない。
民主党は三党合意の当事者なのに、消費税増税見送りとは無責任
　残念なことに、三党合意を進めてきた民主党も、今回の消費税の引き上げについて安倍総理の下した「経済状況が思わしくないので、消費増税は先送り」について「やむを得ない」と言う判断を下したという。選挙を前にして、増税を再び強調していくことの有利・不利を考えたのかもしれないが、責任ある政治を考える時、社会保障の充実・強化と財政再建に向けた固い決意を基本に置くべきではなかったか、残念でならない。

この時期に解散・総選挙、背後に公明党の強い思いがありそうだ
　消費税の引き上げと言う問題だけが今回の解散・総選挙に乗り出した理由ではあるまい。集団的自衛権容認を始めとする国の安全保障政策の大転換に繋がる問題や原発再稼働など、国民的に不評な問題が山積しているだけに、野党側の選挙準備ができていない時をねらって総選挙で勝利し、統一自治体選挙から参議院選挙を乗り切ろうという思惑も見え隠れしている。特に、公明党にとって、統一自治体選挙と重なったり、参議院選挙とのダブル選挙を避けるとすれば、この年末から年始の一瞬が絶好のタイミングであることは間違いない。そのこともあったからだろうか、次の消費税の引き上げまでには公明党の主張する軽減税率の導入も決着をつける、という報道がなされ始めている。その裏には、公明党が集団的自衛権容認に支持を与えた見返りではないか、と言う憶測すら出回り始めている。まさに、党利党略であり、高村副総裁ではないが「念のため選挙」と発言していることに如実に表されているようだ。

ましてや安倍総理は、今から2年前の党首討論で、当時の野田首相との間で約束した衆議院議員の定数是正など、一顧だにすることなく再び解散権を行使することへの国民の厳しい批判の声が強まるに違いない。
大義なき解散・総選挙、国民からの信頼は得られないだろう
　こうして考えてくると、大義のない解散総選挙に打って出ようとしている安倍政権に、そう簡単に国民は信を与えるとは思えないわけで、野党側の選挙協力がどの程度出来上がるかは別にして、今後の政治の展開も安倍政権の思い通りに展開するとは思えない。たとえ今度の総選挙で、野党側の戦線がバラバラなために一時的な勝利を勝ち得たとしても、安倍政権の今後の展開には暗雲が垂れこみ続けるに違いない。国民からの本当の意味での信頼を勝ち得た政権には成り得ないのではなかろうか。
日銀追加金融緩和の弊害、円安による交易条件悪化で国民生活低下へ、アベノミクスの是非こそ選挙戦で問うべきだ
　それにしても、消費税増税を回避するために解散・総選挙に打って出るとは、日銀の金融緩和第2弾は一体なんだったのだろうか。黒田総裁は財政再建をきちんと進めていく必要を絶えず強調しており、財政規律が失われることへの危機感を強調していた。東京株式市場では日経平均が17,000円台を回復するだけでなく、相場全体に過熱警報サインが点灯した事に見られるように、今後の株式市場の動きから目が離せなくなってきている。外国為替市場でも1ドル116円台に突入し、円安が加速し始めている。
問題は、円安・株高まではいくとしても、輸出拡大・設備投資増加・雇用拡大・賃金上昇・内需拡大へと循環しなくなっていることなのだ。円安による海外からの輸入価格の上昇による物価上昇と、消費税率3%の引き上げ分(約2%と言われている)を除いた消費者物価の上昇率は1%を切っており、アベノミクスのもたらしたものは、デフレからの脱却どころか交易条件の悪化による国民所得全体の低下をもたらしているだけなのであり、間違いなく国民生活を悪化させてきたといっても過言ではない。今度の解散・総選挙の争点がアベノミクスの評価だとする声があるが、野党側はその点についてしっかりと論戦を挑んでいく必要がある。                       
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